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研究成果の概要（和文）：エネルギー技術の将来動向を政府等が刊行するレポートから調査し、

民生部門のエネルギー技術の将来変化を整理した。その結果を入力として、住宅地区・業務地

区等のエネルギー最終需要シミュレーションモデル、電力ロードカーブ予測モデルや地域冷暖

房システムシミュレーションをおこなうことで、これら将来技術が都市のエネルギーフローに

与える影響を定量化した。 

研究成果の概要（英文）：Change of energy technologies in the future is predicted by 

surveying governmental reports on energy technology perspective. Using these results 

as an input of energy system simulation program of energy end use in residential district 

and business district, smart grid and district heating and cooling system, the impact 

of these future technologies on urban energy flow is quantified. 
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１．研究開始当初の背景 

2050 年までに、現状から 60～80％の温室
効果ガスの排出量の削減を達成する我が国
の長期目標、あるいは 2050 年までに地球全
体で温室効果ガス排出を半減すべきという
世界全体の目標を達成するには、新しい技術
の開発によりエネルギー需要端から供給端
に至るエネルギーシステム全体の大規模な
変革が必要である。政府等はその目的のため、

科学技術の将来予測や技術開発ロードマッ
プを作成しているが、これらが具体的に都市
のエネルギーシステムに与える影響は明ら
かにされてこなかった。本研究グループでは
これまで、地域内の建物群を数百～1000 程度
の住宅・世帯類型毎あるいは非住宅建物の用
途・規模・省エネルギー水準の類型毎に分類
した上で、各建物のエネルギー消費量を機器
レベルで詳細に計算して積み上げるボトム
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アップ型地域エネルギー最終需要シミュレ
ーションモデルや、地域冷暖房シミュレーシ
ョンモデルを開発してきた。これらのモデル
を用いることで、様々なライフスタイルや技
術が組み合わされた都市において、実際に起
こっているエネルギーの流入・変換及び消費
の状況をバーチャルに再現することが可能
となった。 
 
２．研究の目的 
研究グループがこれまで開発してきた民

生家庭部門、民生業務部門の都市レベルボト
ムアップ型シミュレーションモデル、建築熱
環境形成予測モデル、地域熱供給シミュレー
ションモデルをベースとして、2050 年頃まで
に実用化が予想される新しい技術のうち都
市において民生分野を中心に活用される技
術をリストアップし、各技術をモデル化して
上記モデルに組み込む。これによりこれら新
技術が実際に実用化された場合の都市全体
の温室効果ガス削減への効果を定量的に明
らかにすることを可能にし、2050 年頃の低炭
素都市の姿を、それを構成する技術の普及状
況やインフラストラクチャーのあり方、ヒー
トアイランド影響など副次的な効果を含め
て明確に描く。これらを通じて新技術の開
発・普及のための超長期ロードマップ作成へ
の貢献が可能な評価システムのプロトタイ
プ構築を目指す。 
 
３．研究の方法 
(1)将来技術動向の文献調査：我が国の政府
や海外機関が作成している将来技術動向予
測に関する文献を調査し、シミュレーション
の入力になるような技術性能パラメータ、普
及率などの数値をデータベースとして整理
する。 
(2)将来のスマートグリッド予測計算：上記
のデータを入力とし、住宅・業務部門の都市
エネルギー最終需要シミュレーションによ
り、太陽電池普及時の電力ロードカーブシミ
ュレーションを行う。 
(3)業務施設の将来予測シミュレーション：
大阪市の中心市街地において、業務部門都市
エネルギー最終需要シミュレーションモデ
ルにより、低炭素化ポテンシャルを評価。 
(4)ゼロエネルギー住宅の評価：住宅形式別
に、機器の省エネルギーと太陽電池設置によ
るネットゼロエネルギーの達成可能性を評
価。 
(5)地域熱供給の将来シミュレーション：コ
ージェネレーションに関する将来動向を中
心に、地域熱供給の性能向上可能性を評価。 
 
４．研究成果 

(1)将来技術動向の文献調査 

経済産業省技術戦略マップ、環境省中長期

ロードマップ、IEA Energy Technology 

Perspectiveなど、技術の将来動向を予測した

国内外のレポートを調査・整理することによ

り、2030年頃までの都市民生分野における各

種技術の効率変化、市場化状況を予測した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)将来のスマートグリッド予測計算 

次に、その成果をとりまとめたデータベー

スを、研究グループがこれまで開発してきた

民生家庭部門、民生業務部門の都市レベルの

ボトムアップ型シミュレーションモデルの入

力条件とすることで、2030年までの都市にお

けるエネルギー需給の変化を予測した。具体

的には、大阪府豊中市の建物データベースを

基に、代表的な住宅地域・業務地域を４地域

選び、住宅・業務建物別に技術の進展状況を

入力データ化、モデル化して上記のシミュレ

ーションモデルに組み込むことにより、各地

域の2020年と2030年（技術が市場化される年

次であり、普及を考慮すると10～20年くらい

後）時点の温室効果ガス排出量、太陽光発電

の普及による電力自給率、地域の電力需給バ

ランスを予測した。これによりこれら新技術

が実際に実用化された場合の都市全体の温室

効果ガス削減・電力需給への効果を定量的に

明らかにすることを可能にした。たとえば、

戸建て住宅街区においては太陽光発電が普及

すれば電力自給がほぼ可能になるが、余剰電

力調整のために蓄電池が必要になるなど、将

来の低炭素都市の姿をスマートグリッド・蓄

電池による電力需給制御の必要性などインフ

ラストラクチャーのあり方等を含めて明確に

表－１ 業務部門の将来設定例 

2010年 2020年 2030年
1 壁断熱材熱伝導率 0.028[W/(m・K)] 0.015[W/(m・K)] 0.002[W/(m・K)]
2 窓熱貫流率 3.28[W/㎡・K] 1.85[W/㎡・K] 0.4[W/㎡・K]

3 照明効率
100[lm/W]

（JIS推奨照度）
150[lm/W]

（JIS最低照度）
200[lm/W]

（JIS最低照度）
4 パソコン 5.8[W/㎡] 2010年の6分の1 2010年の12分の1

5 その他OA機器
用途により単位面積当たり

の電力消費量を設定
2010年の0.7倍 2010年の0.5倍

6 ビルマル空調COP
冷房定格COP3.3
暖房定格COP3.8

定格COP7.0 定格COP8.0

7 省エネ手法 採用なし すべての建物において、全熱交換器、外気冷房、CO2

表－２ 家庭部門の将来設定例 

2010年 2020年 2030年

1 壁断熱材熱伝導率
旧基準：0.050[W/(m・K)]
新基準：0.038[W/(m・K)]
次世代基準：0.036[W/(m・K)]

0.019[W/(m・K)] 0.002[W/(m・K)]

2 窓熱貫流率
新基準以下：0.04[W/㎡・K]
次世代基準：3.89[W/㎡・K]

2.1[W/㎡・K] 0.4[W/㎡・K]

3 照明
白熱灯：20[W/㎡]
蛍光灯：5[W/㎡]

LED：2.5[W/㎡] LED：1.7[W/㎡]

4 テレビ

ストック
使用時：140.8[W] 待機時：0.78[W]
新規
使用時：117.2[W] 待機時：0.20[W]

使用時：2010年新規の0.8倍
待機時：2010年新規の3分の2

使用時：2010年新規の0.6倍
待機時：2010年新規の3分の1

5 ビデオ（DVD)

ストック
使用時：31.1[W]待機時：4.46「W]
新規
使用時：37.1[W]待機時：2.27[W]

使用時：2010年新規の0.8倍
待機時：2010年新規の3分の2

使用時：2010年新規の0.6倍
待機時：2010年新規の3分の1

6 パソコン

ストック
使用時：59.0[W] 待機時：1.40[W]
新規
使用時：36.9[W] 待機時：1.85[W]

使用時：2010年新規の6分の1
待機時：2010年新規の3分の2

2010年新規の12分の1
待機時：2010年新規の3分の1

7 冷蔵庫
ストック：578～947[kWh/年]
新規：325～433[kWh/年]
(容量によって異なる）

8 その他家電 2010年の0.8倍 2010年の0.6倍
9 待機電力 2010年の3分の2 2010年の3分の1

10 エアコンCOP
定格COP3.95～5.28

（冷暖房能力によって異なる）
定格COP7.0

(部分負荷効率向上）
定格COP8.0

（部分負荷効率向上）

11 暖房機器
エアコン、電気ヒーター、ガス、灯油、

炬燵、電気カーペット
エアコンのみ エアコンのみ

12 給湯器

電気給湯器：効率90％
ガス給湯器：効率78％
灯油給湯器：効率80％
高効率給湯器の利用なし

CO2HPのCOP：6.0
潜熱回収型給湯器：効率95％

CO2HP給湯器、潜熱回収型給湯
器の普及が5割ずつ

CO2HPのCOP：8.0
潜熱回収型給湯器：効率95％

CO2HP給湯器、潜熱回収型給湯器
の普及が5割ずつ

13 PV変換効率 0.13[kW/㎡] 0.20[kW/㎡] 0.25[kW/㎡]

2010年新規の0.89倍



描くことに成功した。(図―１～３) 
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(a) 戸建て住宅地 
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(b) 集合住宅地 
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(c)業務中心地域 
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(d)業務・住宅混合地域 

 

図－１ 地域における電力需給バランスの

将来変化 
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図－２ PV普及率と戸建て地域の需給変化 
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図－３ 蓄電池利用による電力自給率の向上

予測(戸建て街区、青線が蓄電池無し、赤線が

蓄電池有) 

(その他、雑誌論文1.参照) 

 

(3)業務施設の将来予測シミュレーション 

 大阪中之島地区において、現状のエネルギ

ー消費状況をベースに、2050年までの低炭素

化シナリオをたて、2050年までに約70%のCO2

削減可能性があることを明らかにした。(学会

発表５．参照) 

 

(4)ゼロエネルギー住宅の評価 

 住宅形態・世帯構成・居住者行動の影響を

考慮しつつ、太陽光発電と省エネルギー技術

によるネットゼロエネルギー達成可能性を評

価し、戸建てと長屋ではその達成が可能であ

ることを示した。(雑誌論文２．参照) 

 

(5)地域熱供給の将来シミュレーション 

更に、燃料電池等高効率コージェネレーシ

ョンを中心とした熱供給技術のエネルギー効

率向上を予測する目的で、実在する最新のコ

ージェネレーション利用地域冷暖房システム

のシミュレーションを実施し、実態データと

の比較を通じて実際の運転上のフォルト等を

反映した現実性の高いモデルにバージョンア

ップをおこなった後、将来予想される効率向

上対策の効果の定量的な評価を実施した。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図－４ 某プラントにおけるコージェネレ
ーション効率向上対策にプラント熱効率向
上効果と製造電力の CO2 排出量削減効果
(A,B,C は評価方法の違いによる。) 
(その他、雑誌論文 3参照) 
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